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○大東市自動車の改造に関する補助金交付要綱 

平成１７年１０月１７日 

要綱第７７号 

大東市自動車の改造に関する補助金交付要綱（平成８年４月１日制定）の全部を改正す

る。 

（目的） 

第１条 この要綱は、大東市補助金等の交付等に関する条例（平成３１年条例第３号）及

び大東市補助金等の交付等に関する条例施行規則（平成３１年規則第６号）に定めるも

ののほか、身体障害者に対し、地域社会における自立生活の支援及び社会参加の促進を

図るため、その所有する自動車の改造に要する費用に対する補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付することについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 補助金交付の対象は、次の各号に掲げる要件のすべてに該当（自動車の改造を市

長が特に必要であると認める場合にあっては、第３号に掲げる要件を除く。）する者（以

下「対象者」という。）とする。 

(1) 本市に居住し、身体障害者手帳を所持する者であること。 

(2) 改造する自動車を自らが所有し、かつ、運転するものであり、改造する部分が自動

車の操向装置等であること。 

(3) 運転免許証に運転できる自動車の種類等を限定する旨の条件（自動車改造に係る限

定条件）が付されていること。 

(4) 当該助成の申請を行う月の属する年の前年の所得（障害児福祉手当の支給に関する

省令（昭和５０年厚生省令第３４号）様式第７号に規定する方法の例により算出され

た額）が、特別障害者手当支給の所得制限額を超えていないこと。 

(5) 当該助成の申請日前５年以内に、この要綱による助成の事業と同様の事業による助

成を受けていないこと。 

（補助額） 

第３条 補助金の額は、自動車の改造に直接要した経費とする。この場合において、交付

する補助金の限度額は、１００，０００円とする。 

（申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる
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書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 対象者及びその者の属する世帯において最も収入の多い者の前年（１月から６月ま

での間に補助金交付の申請をする場合は、前々年）の所得を証明する書類（転入者の

場合に限る。） 

(2) 当該改造に要する見積書（当該改造の箇所及び金額が記載されているものに限る。） 

２ 前項の申請を行うときは、次に掲げる書類を市長に提示しなければならない。 

(1) 対象者の身体障害者手帳 

(2) 対象者の自動車運転免許証 

(3) 当該改造を行う自動車の車検証 

（決定） 

第５条 市長は、前条に規定する補助金交付の申請があったときは、その内容を審査のう

え、自動車の改造に関する助成の適否を決定し、決定通知書（様式第２号）により、申

請した者に通知するものとする。 

（完了届） 

第６条 補助金交付の決定を受けた者（以下「決定者」という。）は、当該決定の日から

１か月以内に、自動車の改造を行い、完了届（様式第３号）を市長に提出しなければな

らない。 

（確定） 

第７条 市長は、決定者から完了届の提出があったときは、その内容を審査のうえ、補助

金の額を確定し、確定通知書（様式第４号）により、決定者に通知するものとする。 

（請求） 

第８条 前条に規定する補助金の額の確定通知を受けた決定者は、速やかに請求書（様式

第５号）及び当該改造において業者に支払った費用の領収書を市長に提出し、市長は、

これに基づいて補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が虚偽その他の不正な手段により、補助

金交付の決定を受けた場合又はこの要綱の規定に違反したときは、補助金交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関

し既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 
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（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の大東市自動車の改造に関する補助金交付要綱（平成８年４月１日制定）の規

定によりなされた処分、手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされた処分、

手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成３１年要綱第２３号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の大東市統計調査連絡協議会補助金交付要綱等の規定は、この要綱の施行の日

以後に申込みのあった補助金等の交付等について適用し、同日前に申込みのあった補助

金等の交付等については、なお従前の例による。 

３ 改正前の大東市統計調査連絡協議会補助金交付要綱等の規定に基づき作成した用紙は、

改正後の大東市統計調査連絡協議会補助金交付要綱等の規定に基づき作成したものとみ

なし、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和３年要綱第１０４号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に存するこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみ

なす。 

３ この要綱の施行の際現に存する旧様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整

をして使用することができる。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

 


